


本日のプログラム・・・
目的別歳出をベースに
市政の課題・話題に飛び
時間をさかのぼり
空間を越えます。

要はちゃんとした目次が
できないぐらいカオスです。

歳入と市債残高まで説明したい
のですが、どこまでいけるか。。。

途中質問OKです。
リラックスして

楽しく聞いてください。



財政分析の視点

項目軸：
マクロ：民生費、衛生費、市税・・・
ミクロ：個別の事業・項目

⇔ 事業成果・統計

時間軸：以前との比較
長期トレンド：20～30年の推移
直近比較：前年度、予算決算比較

地域軸：他の市との比較
マクロ：全国平均、類似団体平均
ミクロ：26市、近隣市

決算カード（300項目）
市町村決算調（300項目）

予算書・決算書
（3500項目）

事務報告書
統計

決算カード（300項目）
市町村決算調（300項目）
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小金井市の人口の推移
万人

平成 年

データ元：決算カード及び小金井市HP

意外と人口は増えている。
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目的別歳出の構造
億円

平成 年

総務費

民生費
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教育費

公債費
その他
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データ元：決算カード
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目的別歳出の各項目のトレンド
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歳入の構造
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交付金等

市債その他

都支出金

国支出金

使用料・手数料

データ元：決算カード



歳入の項目別のトレンド

0

30

60

90

120

150

180

210

240

0

10

20

30

40

50

60

70

80

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27

億円

平成 年

データ元：決算カード

市税
（右目盛）

億円

交付金等

その他

都支出金

市債

国支出金

使用料・手数料



前年度との比較：
歳入（平成26年度）

前年度繰越

12.27億円

財政調整基金繰入

9.16億円

359.39億円

その他の歳入

356.11億円

その他の歳出

歳出（平成26年度）歳入（平成27年度）

前年度繰越 15.4億円

財政調整基金繰入
5.0億円

381.69億円

その他の歳入

財政調整基金積立
11.5億円

翌年度繰越
15.88億円

歳出（平成27年度）

374.71億円

その他の歳出

歳入が増えた分は
（22.3億円）

将来の備えに回っている分（3.7億円）と

歳出の増加に
充てられる分と
（18.6億円）

翌年度繰越 15.4億円

財政調整基金積立
9.3億円



前年度との比較（歳入）

地方消費税
交付金

国庫支出金

各種交付金1.16億円
都支出金

繰越金

市債 0.92億円
その他 0.85億円

繰入金1.39億円

その他1.14億円

11.66億円

6.48億円

3.13億円

1.94億円

増えた項目 減った項目

児童福祉費関連 +2.51億円
都市計画費関連 +2.50億円
地域活性化交付金 +0.86億円
生活保護費負担 +0.44億円

児童福祉費関連 +3.50億円
都市計画費関連 +0.98億円
統計調査委託 +0.53億円
市町村総合交付金 +0.49億円
選挙費 △0.34億円
教育費補助金 △0.42億円
都道委託金 △1.23億円

固定資産税 +1.07億円
法人市民税 △0.88億円
負担金 +0.32億円

寄付金 △0.72億円
諸収入 △0.43億円

地方交付税△0.68億円
配当割交付金 △0.40億円
利子割交付金 △0.25億円
地方譲与税 +0.36億円
自動車取得 +0.21億円

赤文字は一般財源
黒文字は特定財源



前年度との比較（歳出）

増えた項目

教育費

4.35億円

3.48億円

13億円

民生費

減った項目

再開発補助 ＋2.80億円
区画整理事業＋2.66億円
3.4.12号線新設＋0.98億円
都市公園整備 △0.76億円
都道134号線整備△0.54億円

5.24億円

土木費

その他

3.29億円

民間保育園助成など+7.64億円
私立幼稚園補助 +2.30億円
学童保育費 ＋2.07億円
障害者福祉費 ＋1.76億円
生活保護費 +0.75億円
子育て世代臨時交付金△0.76億
臨時福祉給付金△0.71億円

庁舎建設基金 ＋2.2億円
徴税費 ＋0.71億円
人口統計調査 +0.56億円

総務費

4.54億円

その他

清掃費
塵芥処理費 +3.1億円
環境衛生基金 △1.0億円
商工費 +0.96億円
消防費 災害対策費1.57億円

労働費
緊急雇用創出 △1.21億円
公債費 △1.98億円

私立幼稚園補助△2.43億円
人件費 △1.17億円
中学校施設整備 △1.36億円

黒文字は特定財源
と紐づいているもの



総務費の推移
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平成 年

交流センター取得42億円

蛇の目跡地取得40億円

データ元：決算カード

+5.67億

財政調整基金 +2.20億
庁舎建設基金 +2.20億
徴税費 +0.71億
還付金+0.44、人件費+0.28、固都税賦課+0.21

企画調整費 +0.26億
第四次基本構想、公共施設等総合管理計画、
地方版総合戦略

前年度との主な違い

戸籍住民台帳 +0.41億
個人カード関連費 +0.33

統計調査費 +0.56億
主に国勢調査

人件費 △0.64億
主に退職手当の減

主なもの
人件費 12.03億円
財政調整基金 11.50億円
徴税費用 5.27億円
（国・都42％、手数料2％）
文書管理 4.27億円
（国・都9％）
庁舎関係費用4.06億円
（使用料5％）

庁舎建設基金 3.20億円
市民交流センター 2.38億円
戸籍住民台帳 2.21億円
（手数料15％）
選挙費 0.79億円
統計調査 0.57億円
（国・都100％）
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庁舎関係経費の比較

40万/㎡と想定した
減価償却費を加算したもの

ちなみに、新庁舎用地に関する費用はここには含まれていない。

データ元：各市決算資料・公共施設白書・総務省資料（H25～27）
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ホール関係経費の比較
百万円/年

席

データ元：各市決算書・予算書（平成23～25年度）など

席数

小金井市

武蔵野市

八王子市
（市民会館）

日野市
（市民会館・七生会館）

青梅市

西東京市
（市民会館） 八王子市

（いちょうホール）

西東京市
（こもれび会館）

羽村市



民生費の推移
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民生費の推移
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障害者福祉センター
土地建物16億円

介護保険制度開始



民生費の推移
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平成 年

社会福祉費

児童福祉費 生活保護費

データ元：決算書・予算書

主な社会福祉費
障害者福祉 16.92億
国民健康保険繰出 14.77億
介護保険事業繰出 10.90億
後期高齢者繰出 9.37億
社会福祉総務費* 8.42億
高齢者福祉費 4.70億

*人件費2.35
身障者福祉手当1.89
難病福祉手当 1.14
自立支援更生医療0.95
社会福祉協議会0.76

財源（予算書より）
国・都約70％
国・都約20％

国・都約10％
国・都約35％
国・都約17％

*人件費2.35 国・都約１％
身障者福祉手当1.89 国・都約70％
難病福祉手当 1.14 国・都0％
自立支援更生医療0.95 国・都約75％
社会福祉協議会0.76 国・都約12％

31.88億円
国・都80％
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社会福祉費の推移

データ元：決算書

億円

平成 年

障害者福祉センター
土地建物16億円

介護保険円滑導入基金6.4億円

介護保険導入
高齢者福祉19.56
→9.96

+1.45億

障害者福祉費 +1.76億
障害者施設運営費補助 +0.98
訓練費等給付 +0.86、介護給付+0.40
返還金・還付金 +0.38

社会福祉総務費 +0.51億
人件費+0.25、自立支援・更生医療+0.15

高齢者福祉費 △0.45億
高齢者見守り事業+0.23 特養補助△0.16

前年度との主な違い

地域福祉基金積立 +0.34億
国保特別会計繰出 +0.26億
介護保険特会繰出 +0.20億
後期高齢者医療繰出 △0.50億
臨時福祉給付金給付 △0.71億



高齢者費用の推移
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高齢者関連費用
・高齢者福祉費（一般会計）
・介護保険の保険給付費
・老人保健の医療諸費
・後期高齢者の負担金

人

平成 年

億円

国民年金年金額

データ元：決算書・小金井の統計・決算カード

高齢者数
右目盛り

老人保健→後期高齢者医療制度に

広域連合からの
給付医療費（推定） 27年度約190億



高齢者福祉費用の比較
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※高齢者福祉費＋介護保険特会繰出+後期高齢者医療特会への繰出

全国平均
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データ元：平成26年度市町村決算状況調
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障害者関連費用

データ元：決算書・事務報告書・統計書

障害者関係費用（右目盛り）
障害者福祉費+障害者福祉施設費

障害者数（障害者手帳数）
（左目盛り）

障害者の年齢別内訳
平成27年

70歳以上

65～69歳

20～64歳

～18歳

障害者福祉センター
土地建物16億円

人 億円

19歳
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児童福祉費の推移

平成 年

億円

こども手当開始

けやき保育園
ピノキオ幼児園
工事8.07億円

データ元：決算書・決算カード・予算書

主な児童福祉費
民間保育所 24.87億
児童手当 15.21億
公立保育所 9.51億
人件費 3.81億
学童保育 3.44億

私立保育園補助 2.41億
発達支援センター1.62億

財源
国・都約46％ 使用料等8％
国・都約85％
国・都約15％
国・都約3％、その他2％
国・都約68％ 市債13％
使用料等17％
国・都約38％
国・都約7％ その他42％
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児童福祉費の推移

平成 年

億円

こども手当開始

けやき保育園
ピノキオ幼児園
工事8.07億円

児童総務費 +4.24億
私立幼稚園補助 +2.30（教育費から）
民間保育所助成 +1.70
認可外保育施設育成 +0.24
返還金・還付金 +0.23
保育室・家庭福祉員助成 △0.48

児童措置費 +5.77億
民間保育所運営 ＋5.94
保育室・家庭福祉員運営 △0.20

学童保育費 +2.07億
みなみ学童建替 +1.27
学童保育運営委託 +1.29
非常勤嘱託 △0.48（34人→13人）

前年度との主な違い

+10.77億

子育て世帯臨時
特例給付金給付費 △0.76億
児童館費用 △0.31億
保育園費（公立保育園）△0.24億

データ元：決算書・決算カード
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保育園児数・待機児童数

平成 年
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データ元：統計書・東京都HP等

保育園児数

うち私立園

うち公立園

待機児童数



平成24年度待機児童発生率 平成24年度待機児童発生率と定員数

待機児童について

データ元：東京都HP

データ元：東京都HP

小金井市

待
機
児
童
発
生
率

保育園の定員数/未就学児童数

定員が少ないほど待機児童発生率が
高いことがわかる。
→ 保育園を整備しても待機児童は

減らないという言説は間違い



待機児童について



待機児童について

平成22年度

平成25.6年度

未就学児童が増えているのに
定員が増えていない小金井と武蔵野が
待機児童が増えている。



未就学人口について
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データ元：小金井市HP、統計書、子ども子育てプラン

各年度1月1日
日本人のみ

各年度4月1日
外国人含む

平成22年3月策定
子どもこそだてプラン
推計

平成27年3月策定
子どもこそだてプラン
推計



児童福祉費の比較
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生活保護
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生活保護費（右目盛り）

人

被保護者数
（左目盛り）

高齢者
（65歳～）

未成年（～19歳）

20～64歳

生活保護者の年齢構成



生活保護費の比較
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衛生費の推移
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平成 年

衛生費総額

清掃費

保健衛生費

可燃ごみの
他市委託本格化

中間処理場
改修工事

二枚橋解体工事

保健センター
土地建物取得

データ元：決算書

保健衛生費の主な内容と財源
保健衛生総務費 6.81億
人件費 1.32億 国・都約10％
健康診査 4.14億
（独自健診1.19（国・都79％）、妊婦0.69（国・都0）
乳がん0.28（国・都29％）、子宮がん0.26（国・都19％））
昭和病院 0.65億
休日夜間診療 0.60億（国・都約30％）

感染症予防費 0.1億

予防接種費 2.53億
（国・都12％）

環境衛生費 0.01億円
（手数料72％）

環境対策費 0.21億円
新エネルギー機器補助
環境配慮住宅型研修施設
（国・都14％、その他50％）



清掃費の推移
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平成 年

データ元：決算書

中間処理場
改修工事5.17億円

+1.79億

主な内容

清掃総務費 2.86億
人件費 2.74億

塵芥処理費 24.96億
ごみ収集費 5.57億
ごみ処理費 9.87億
中間処理施設 1.09億
資源ごみ回収 4.31億
可燃ごみ共同処理事業 3.77億

環境基金積立 4.00億

二枚橋解体工事
8.48億円

中間処理場
改修工事7.03億円

二枚橋閉鎖
可燃ごみ他市委託
概ね年間6億円

清掃総務費 △0.29億
人件費△0.14（職員数36→34）

塵芥処理費 +3.09億
可燃ごみ共同処理事業 +3.29
広域資源組合負担金 △0.10

環境基金積立 △1.00億

前年度との主な違い
清掃総務費 国・都４％
塵芥処理費 24.96億
ごみ収集費 5.57億（手数料48％）
ごみ処理費 9.87億（手数料4％）
中間処理施設 1.09億（国・都30％）
資源ごみ回収 4.31億
（国・都22％、手数料10％）
可燃ごみ共同処理事業 3.77億
（繰入金87％）

環境基金積立 4.00億

財源
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廃棄物処理費の比較（ｔ当たり）
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土木費の推移

データ元：決算書・決算カード

都道247号線用地

都市計画道路3.4.12

中央線立体交差

新小金井駅駅広用地 武蔵小金井南口再開発

中央線側道

東小金井駅北口区画整理

都道134号線

南口第二地区
再開発

公園用地6.47億円

清算事業団用地
8.51億円

梶野公園用地
9.09億円

清算事業団用地
4.73億円
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百万円

都道247号線用地

都市計画道路3.4.12

中央線
立体交差

新小金井駅
駅広用地

武蔵小金井南口
再開発

中央線側道

東小金井駅
北口区画整理

都道134号線

南口第二地区
再開発

データ元：決算カード



主な土木費関係の大規模投資

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

第二地区再開発

新小金井駅駅広用地

都道134号線

連続立体交差側道

都市計画道路3.4.12号

都道247号用地取得

南口再開発

東小金井駅北口

中央本線連続立体交差事業

億円

市債約64％、都約19％、基金約13％、一般財源約4％

国約38％市債約22％、都約15％、基金約17％、一般財源約8％

市債約30％、国約30％、都約20％、基金約10％、一般約10％

ほぼ都100％

ほぼ都100％

データ元：決算カード
塩路様資料



土木費（内訳）の推移
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データ元：決算書

都市計画費

道路橋りょう費

土木総務費

住宅費

河川費

土木管理費1.87億
人件費 1.07（国・都10％）
コミュニティバス補助0.30
用水路除草 0.16

道路橋りょう費6.77億
自転車対策 2.12
（使用料57％）
都道134号線 1.47 （都99％）
道路維持補修 0.85
人件費 0.67
（国・都2％、その他6％）
街路灯維持管理0.59
市道786号線 0.36

都市計画費25.54億
土地区画委託 11.24
（国・都約71％、市債14％）
再開発補助 4.21
（国・都75％）
下水道繰出 4.05
人件費 2.77 （その他４％）
公園緑地維持管理 1.2
（その他10％）
都計道3.4.12 1.15
（国・都58％、市債30％）
緊急輸送道路耐震0.50
（国・都80％）

河川費 241万
砂川用水除草 194万
同浚渫工事 36万住宅費0.12億 （35戸）

（国・都42％、使用料57％）
電気設備改修0.06
積立金 0.03
緊急修繕0.02



土木費（内訳）の推移
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データ元：決算書

都市計画費

道路橋りょう費

土木総務費
住宅費

河川費

道路橋りょう費 △0.50億
人件費△0.12
市道新設改良+0.30
都道134号△0.53

都市計画費 +5.67億
市街地再開発事業 +2.80
土地区画整理事業 +2.66
都市計画道路3.4.12 +0.98
緊急輸送道路耐震 +0.31
まちづくり推進事業 △0.24
都市公園整備 △0.76

前年度との主な違い



土木費の比較
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土木費の比較（最近10年平均）

データ元：平成17～26年度市町村決算状況調
平成18～27地方財政白書
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億円

平成 年

教育費の推移

データ元：決算書

北町センター6.9億

栗山公園健康運動
センター13.97億

第一小学校
体育館改修6.4億

中学校校舎改修 中学校校舎改修

小学校校舎改修小学校校舎改修

北町センター用地

少年自然の家
7.67億



教育費の推移と内容
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平成 年

小学校費

教育総務費

保健体育費

中学校費

社会教育費

データ元：決算書

小学校費 9.33億
学校運営費 2.57
人件費 1.92
給食委託 1.21
学校施設整備 0.96
（国・都73％）
消耗品 0.62
給食備品消耗品0.37
就学援助 0.33
PC借上 0.28
学校施設維持 0.29
（国・都5％）

教育総務費6.84億
人件費 4.34
教育施設整備基金 0.64
特別支援教育 0.43
教育相談所 0.24
スクールカウンセラー 0.12
山の移動教室 0.11
学校図書充実 0.11
語学指導 0.10

中学校費 4.94億
学校運営費 1.53
給食委託 1.14
人件費 0.63
就学援助 0.36
消耗品 0.30
PC借上 0.21
学校施設維持 0.15
（国・都7％）

社会教育費 7.09億
人件費 2.43
公民館 1.84
図書館 1.33
人道橋設置 0.52
（国・都70％）
少年自然の家0.50
（国・都15％）
市史編さん 0.15

保健体育費 3.25億
総合体育館 1.48
（国・都20％）
栗山公園 0.82
人件費 0.21
テニスコート 0.20
（使用料63％）
上水公園 0.17
（国・都27％）
体育協会補助 0.10



教育費の推移と内容
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小学校費

教育総務費

保健体育費

中学校費

社会教育費

データ元：決算書

社会教育費 △0.18
公民館 +0.15
（東C委託+0.25 維持管理△0.11）
図書館 △0.14
人道橋 △0.27

保健体育費 +0.20億
総合体育館 +0.28 （空調改修）

教育総務費△3.16億
私立保育園補助△2.42億
人件費 △0.98
教育施設整備基金 +0.20

小学校費 +0.34億
消耗品 +0.22
学校施設整備 +0.21

中学校費 △1.55億
学校施設整備 △1.35

主な違い



市立小学校児童数
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データ元：統計書・事務報告書

小学生 4895人
男 2533人
女 2362人

6～11歳人口 5255人
男 2727人
女 2528人



市立中学校生徒数
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データ元：統計書・事務報告書
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中学生 2330人
男 1209人
女 1121人

12～14歳人口 2945人
男 1492人
女 1453人



教育費（総額）の比較
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教育費（小中学校）の比較
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小学校費・中学校費・教育総務費



教育費（社会教育費）の比較
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その他の目的別歳出の推移
億円

平成 年

データ元：決算書

消防費

労働費
議会費

農業費

商工費

諸支出金

消防費16.76億円
消防事務委託 13.76億円
防災無線工事 1.62億円
消防団 0.58億円
消火栓 0.27億円

議会費3.95億円
議員報酬 2.92億円
職員人件費 0.75億円

労働費0.14億円
勤労者福祉サービス
センター補助0.11億円

商工費2.55億円
ベンチャーサポート 0.80億円
人件費 0.65億円
消費者対策 0.22億円
観光費 0.17億円

農業費 0.38億円
農業振興 0.14億円
農業委員会 0.13億円
人件費 0.08億円

諸支出金 0.50億円
土地開発公社費用



財政分析に思うこと
 数字の裏付けをもって話をしよう
←なんとなくの言説は意外と嘘がある

 金額はものごとと結びついて意味がある
（なかなかできないですが・・・）

 物事には起源・理由がある
←時系列・トレンドをとらえ、
安易な結論に飛びつかない

 市民参加の質は市民の知識に左右される
→みんなで広めていきましょう。


